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１．技術概要と実証目標
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【技術概要】

⚫ フロート式の機体に３つのセンサ（高精度カメラ、非接触式
電磁波レーダ、LiDAR）を搭載

⇒ 通水状態で管路の表面、背面、断面形状の情報を同時に
取得

⚫ 農業水利施設・電力土木分野の水路トンネル点検で実績
あり

【実証目標】

⚫ 下水道管路においても、浮流式カメラの必須機能を満足し
つつ背面空洞調査、管厚測定まで多機能的に実施できる
ことを実証

⚫ 点検結果共有システムを構築し、データを一元化・可視化

搭載するセンサと計測事例

覆工表面 覆工背面 断面形状

外観変状を連続画像で記録 非破壊で覆工厚・背面空洞を計測 LiDARを用いて内空断面を計測

カメラ LiDAR

地中レーダ
（非接触式）

ロボット外観



２．実証する機能
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(1) 浮流式カメラの機能

2.0mm 1.0mm

0.5mm 0.4mm 0.3mm

カメラ性能確認結果（離隔1.0m(φ2m相当））

➀ クラック幅の計測

⚫ 幅2mmのクラックの幅を数値的に把握することが可能となる。

＜本技術の特徴＞

⚫ 高精度カメラでの撮影により、幅0.5mm程度のクラックを識別可能。
⚫ 幅2mm以上のクラックについては定量的に計測可能。

＜実証のポイント＞

⚫ 管路内を流下しながらでも機能を発揮できることを確認する。
⚫ 流況の影響で管きょ表面に正対して撮影することが困難となり、
計測精度が低下する場合は、機体の姿勢を安定させるための
制御機構を改良する。

➁ 自己位置推定

⚫ 下水道管内において、自己の位置を推定し、調査延長や異状箇所が特定可能となる。

＜本技術の特徴＞

⚫ LiDARによる管きょ断面形状の連続計測に加え、流下中に取得されるカメラ画像から特徴点の移動量を求める
ことにより、調査開始位置からの移動距離を連続的に推定することが可能。

＜実証のポイント＞

⚫ ➀と同じ。



２．実証する機能
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(2) 大深度の空洞調査機能

➀ 管内からの空洞調査

⚫ 管きょ（特に鉄筋コンクリート製）背面数十cmを超えて、可能な限り離れたところにある空洞の調査ができる。

＜本技術の特徴＞

⚫ 非接触式の電磁波レーダアンテナにより、管きょ表面にアンテナを物理的に接触させることなく電磁波を照射・受信
することで、背面の異状の有無を調査する。

＜実証のポイント＞

⚫ これまで、無筋コンクリートで覆工した山岳トンネルにおいては背面空洞を検出できている。
⚫ 配筋状況が密な鉄筋コンクリート管に対しては、電磁波を透過させるための最適なアンテナ仕様 （大きさ、形状、
周波数など）を検討する。

⚫ 実証フィールドで供用中の管路上に空洞を設けることは困難なため、模擬管路を用いてアンテナの評価試験を行う。
⚫ 鉄筋コンクリート管の背面付近に発生した空洞の検出を当初目標としてアンテナの改良を行った後、背面から離れ
た空洞について、どの程度の距離まで検出可能か検証する。

非接触式電磁波レーダ 模式図

点検ロボット

非接触電磁レーダー実施例



２．実証する機能
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(3) 大口径下水道管の管厚測定機能

➀ 管厚測定

⚫ 管径2m相当以上の大口径管路において、現状の技術水準では調査できない条件でも管厚を調査できる。

＜本技術の特徴＞

⚫ LiDARによる内空断面計測結果から間接的に残存管厚を推定する。
⚫ 作業員が立ち入って調査できない条件下でも、無人で調査可能。

＜実証のポイント＞

⚫ 機体の揺れ抑制または揺れ補正により、LiDARによる計測を安定させる。

断面計測事例



３．実証手順
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模擬管路試験

• 実験施設で管路背面空洞を設定

• アンテナの評価試験等を実施

点検結果共有システム作成

• 取得したデータを使えるように加工
• 点検結果と既存情報（地理情報や施設情報）の一元化

• ブラウザ上での可視化、共有
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